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要旨 

ICTは世界経済において重要な役割を果たしている 

 

ICT は引き続き世界経済
において極めて重要な

役割を果たしており、

その見通しは著しく改

善している。 

情報通信技術（ICT）は、世界経済において極めて重要な
役割を果たしている。ICT 分野は経済活動の大勢への影響力
を増しつつあり、その技術が経済実績に重要な影響を及ぼし
ている。ICT 分野の将来の見通しは、当初の見込みよりゆっ
くりとした速度ではあるが改善傾向にある。 

米国、中国、韓国での

目覚ましい実績によ

り、回復傾向が広がっ

ている。  

2002 年初めから ICT 関連投資が増大するなかで、米国で
始まった ICT 分野の回復傾向は日本やヨーロッパに広がって
いる。米国とカナダでは、2002 年から ICT 関連商品の出荷量
が伸び始めた。半導体分野でも、2002 年以来の中国と韓国で
の目覚ましい実績を機に、かなり回復が進んでいる。これま
での上向き傾向は、コンピュータとコンポーネントに集中し
ていたが、現在は高速ブロードバンド、ワイヤレス・フィデ
ィリティー（WiFi）、インターネット音声通信、ビデオなど
への投資によって、通信機器の勢いが強まりつつある（グラ
フ参照）。 
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ICT・インターネット
関連の上位企業は収益

性を回復し、ICT分野
では集中傾向が増して

いる。 

ICT企業上位 250社の総収益は、2001年と 2002年にや
や減少したが、2003 年には上向き、前の 2 年（特に 2002
年）に大幅な損失を被った後、黒字に転じている。2000 年
から 2003年にかけて、ソフトウェア、IT、電気通信サービ
ス企業では収益が年間 5％以上増加した一方、通信機器関
係では大幅に落ち込んだ。OECD 諸国の活動の 40％は米国
の企業が占めており、EUと日本はそれぞれ 4分の 1を占め
る。日本のエレクトロニクス複合企業はランキングが下が
り、代わって台湾、中国、シンガポールの企業が順位を上
げた。総収益に占める大企業の収益の割合が増え、集中傾
向が強まった。インターネット関連企業上位 50社は年々成
長を続けており、2001～2002年の大幅損失の後、2003年の
収益総計は損益分岐点に近づいた。中でも大企業が好業績
をあげている。 

ICT分野の長期的成長
は著しく、ベンチャー

キャピタル投資額の半

分を占める。 

ICT 分野は 2001 年の OECD 諸国における GDP のほぼ
10％に寄与し、1995 年の 8％より増加した。また、この分
野の雇用者数は、全体の 6％を超える 1700万人にのぼる。
労働生産性は急速に上昇し、拡大中の分野（電気通信サー
ビス）は成長を続けたが、製造生産性は 2001年以来減少し
ている。ICT は引き続きテクノロジーの面で主導的立場に
あり、2003 年に投資されたベンチャーキャピタルの半分、
民間研究開発費の 4 分の 1、取得特許の 5 分の 1をこの分
野が占めている。 

 
 

居住者 100人当たりのブロードバンドアクセス（2002～2003年） 
 

居住者 100人当たりの利用者数                     DSL    ケーブル       その他 
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ICT製品と ICT関
連サービスの生産

は、アジアにシフ

トしつつある。 

ICT 製品の世界的な生産地は、中国を始めとするアジア諸
国に移った。1990年には世界の ICT製品の 5分の 4以上を生産
していた EU、日本、米国の生産高が、2002年には 3分の 2を
切っている。また、IT 及び ICT 関連サービスを供給する事業
者は、世界各地に広がっている。 

2004年は ICT貿易
高が大きく伸びて

おり、中国の貿易

高は日本を上回っ

ている。 

2004 年の世界の貿易高は GDP の 2 倍の率で増加している
が、ICT 製品とサービスはさらに大幅に伸びている（OECD の
ICT製品貿易高の伸びは 10％の見込み）。その要因は、世界の
更なる好景気、中国の貿易、及び国際的なアウトソーシングで
ある。中国の ICT 製品貿易高の伸びは目覚ましい。1996 年以
降の年間増加率は、OECD平均の 4％に対して、中国は 28％に
達している。輸出志向の日本より規模が大きく、よりバランス
も取れているが、輸入志向の米国にくらべると規模は小さい。 

 

 

 

OECD諸国の ICT製品貿易高と総製品貿易高（1996～2002年） 
1996年を 100とした指数（米ドル換算） 

総製品貿易高                               総 ICT貿易高 
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出典: OECD ITS データベース 
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アイルランドは第

一のソフトウェア

関連輸出国であ

る。 

ソフトウェアと ICT サービス貿易の分野で優位を占めてい
るのは、アイルランドと米国である。この 2カ国はソフトウェ
ア製品の最大の輸出国であり、コンピュータ・情報サービスの
分野で急速な成長を見せている。2002 年のアイルランドの輸
出額は 104億米ドル、米国は 69億米ドルであった。 

国や産業、企業が

ICTやインターネ
ット利用の恩恵を

受けるには、技能

や組織への投資が

伴わなければなら

ない。 

国や産業、企業は ICT やインターネットへの投資から恩恵
を受けているが、その受け方にはばらつきがある。ICT は投資
額の大きな割合を占め、さらに増え続けているため、GDP の
成長に大きく影響する。ICT 産出分野は生産性の向上に寄与す
るが、米国とオーストラリアを除いては、ICT を利用する産業
で生産性の向上率がより急速であることを示す証拠はほとんど
見られない。恒常的な ICTの利用は、それを補完する技能や組
織が伴う場合にプラスの影響をもたらす。 

 

ICT分野はグローバル化が進んでいる 

ICT分野はグロー
バル化をリードし

ており、生産合理

化により専門化と

企業内貿易が拡大

している。 

ICT 分野はますますグローバル化が進んでおり、貿易は消費
や生産以上のスピードで拡大している。ICT 製品の貿易高はほ
ぼ倍増、ICT サービスはそれを上回る増加率である。世界的な
生産合理化に伴い、各国ではより狭い範囲の製品やサービスに
専門化される傾向にある。業界内貿易を見ると、ICT 製品分野
はこうした専門化がより進んでおり、国際的な企業内貿易が広
範に行なわれている。 

ICT企業は市場や
技能、テクノロジ

ーの利用を目指し

て国際的に拡張し

ており…  

ICT 企業は、市場や技能、テクノロジーの利用と、規模の経
済による生産増を目指した国際的な拡張を進めている。ICT の
対外直接投資は、規制緩和と貿易自由化を受けてますます増加
しており、電気通信サービスは国際的な投資と合併買収
（M&A）が最も多い分野である。 

国際的な合併買収

が盛んに行なわれ

ている。 

国境を越える M&A は企業拡張の最も一般的な形態であり、
1990 年代には電気通信分野の大規模取引や株式市場評価の高さ
を背景に、ICT 分野で盛んに行なわれた。その後の急速な景気
悪化にもかかわらず、ICT分野の国際的な M&A活動は現在でも
1990 年代半ばより盛んであり、2003 年から 2004 年上半期にか
けて景気循環が加速する中で増加した。 
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IT及び ICT関連
業務サービスの国

際的アウトソーシ

ングは急速に成長

している。OECD
諸国の輸出占有率

は 4分の 3余りだ
が、主要な輸出国

はインドである。  

 

IT及び ICT関連業務サービスの国際的アウトソーシング（オ
フショアリング）が加速する要因は、デジタル配信、技能者不
足、効率上のニーズ、コスト削減である。競争とサービスの自
由化により、企業は低コスト、高品質の地域に活動場所を移し
ている。国際的アウトソーシングに関するデータはないが、
OECD におけるコンピュータ・情報関連など業務サービス分野
の 2002年の輸出占有率は 77.1％で、1995年から 2.4ポイント下
がっただけである。インドとアイルランドでは大幅に輸出が増
加し、低い水準だったいくつかの発展途上国でも急速な拡大が
見られる。 

オフショアリング

は企業の効率向上

につながりうる。

雇用喪失の懸念に

対する最善の対処

法は、調整コスト

を最小限に抑え、

労働者が新たな雇

用機会を利用でき

るようにすること

である。 

オフショアリングは企業のコスト削減につながりうるが、当
初は輸入国での雇用減少と輸出国での雇用創出を伴うことがあ
る。しかし、効率性の向上とコスト削減は生産性向上につなが
り、輸入国・輸出国の双方で新たな雇用機会が創出される。保
護貿易主義的な反応をせず、必要な調整コストを補てんすると
ともに労働者が新たな雇用機会を確保できるようにすること
で、この調整過程に対処することが望まれる。  
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Eビジネスは広がっているが、より複雑なアプリケーションの導入は進んでい
ない 

コンピュータとイ

ンターネットは広

く普及している

が、統合的な Eビ
ジネスプロセスの

採用は進んでいな

い。 

OECD 諸国では、コンピュータとインターネットが広く普及
している。企業のネット接続率はブロードバンドを含めて高い
ものの、ICT を利用した統合ビジネスプロセスやオンライン活
動（受注業務、納入業者統合など）を実践している企業は比較
的少ない。E ビジネスソフトウェアの効率的な利用を促進し、
納入業者や顧客との関係を再編成することが課題である。 

高い企業のネット接続率と低い Eコマース導入率（2003年以降） 
全企業に対する割合 
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出典: OECD（各国のデータに基づく）  

インターネット利用 

ウェブサイトまたはホームページの所有 

コンピュータを使用する従業員の割合（％） 

銀行・金融サービスにインターネットを利用 

オンラインによる製品購入 

オンラインによる受注 

インターネット市場での製品販売 
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好ましい傾向が現

れ始めてはいるが

… 

多くの企業は未だに、インターネットを情報収集とオンライ
ンバンキングのためだけに利用している。しかし最近では、企
業と一般消費者間の取引の着実な拡大、国際化の継続的な進
展、インターネットによるオフライン取引の支援、小規模企業
による発注・ロジスティックス関連のより複雑なアプリケーシ
ョンの利用促進といった傾向が見られる。 

より高度なアプリ

ケーションにおけ

る新たな「Eビジ
ネス格差」が広が

りつつある。 

ただし、業務プロセスやシステムを包括的に導入した企業は
比較的少ない。マーケティングなど他の機能を備えた電子発注
システムの内部的な統合や、納入業者や顧客を含めた外部的な
統合については引き続き事例が少なく、多くの場合大企業でし
か実施されていない。中小企業と大企業間の「Eレディネス（IT
利用に対する準備度）」の格差が縮まる一方で、より高度なア
プリケーションにおける新たな「E ビジネス格差」が広がって
いると考えられる。 
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ICTの利用は、技
能と管理の向上、

組織化と製品開

発、ICTと企業戦
略の統合が実現さ

れたときのみ成功

する。 

さらに、E ビジネス利用の効果は、すぐには現れない場合が
ある。2000～2002 年のケーススタディによれば、過度の楽観視
と測定の難しさを反映して、効果は一貫して予想を下回ってい
る。また、景気循環も重要である。企業は、景気が下向きのと
きは合理化とコスト削減のために、上向きになると事業の拡大
や市場開発のために ICT を利用する。景気の上下に合わせて
ICT の潜在的な力を活用するには、技能の育成と人的資源の向
上、組織化の実践（新たなビジネスモデルの採用や階級の平板
化など）と新製品の開発、ICT と企業戦略の統合を常に行なう
ことが求められる。 

競争上の強みを持

つ企業は、価値連

鎖により高度な E
ビジネスを配備す

ることで利益を受

ける。 

E ビジネス利用の度合いは企業間で大きな差があり、利用と
効果の因果関係をつきとめることが課題である。しかし、革新
性の高い熟練した労働力と、組織改革への前向きな姿勢を持つ
企業は、会社の価値連鎖に ICT を配備することで多くの利益を
受ける。E ビジネスプロセスによるさらに高度な内部的・外部
的統合を行なえば、効率性の向上を期待できる。 

 

個人や家庭での ICTアクセスは広く普及しており、デジタル格差は「利用」格
差に変わりつつある 

PCを基盤にし
て、インターネッ
トとブロードバン
ドは急速に普及し
ている。 

パーソナルコンピュータ（PC）とインターネットは、個人や
家庭で ICTを利用するための機器と接続手段である。PCは徐々
に普及してきたが、その PCを基盤にしてインターネットとブロ
ードバンドの利用が急速に広がっている。インターネットの主
要なアクセス手段は PCだが、モバイルアクセスも拡大しつつあ
る。 

家庭でのアクセス
は職場でのアクセ
スを上回ってお
り、インターネッ
トの利用によって
他のメディアの利
用が減っているが
…  

ICT の理解度は、所得、学歴、子供の有無、年齢、性別など
によって違いがあるが、利用しない主な理由は必要性のなさと
費用である。1998～1999 年以来、家庭でのインターネットアク
セスは職場でのアクセスを上回っているが、職場で利用する人
は家庭でも利用している可能性が高い。利用度はブロードバン
ドや新種のアクセスデバイス、教育程度の影響を受ける。特定
の事柄に焦点を絞った情報検索、ニュース、パーソナルバンキ
ングの利用が増えているが、中心的な利用内容は現在でも電子
メールであり、オフラインショッピングのための情報検索も増
加している。インターネットへの接続時間は、他のメディアの
利用時間に影響する。  
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「利用」格差が

「アクセス」格差

に取って代わろう

としている。 

 

利用度のばらつきに関連する差が広がっており、単純な「ア
クセス」格差からより複雑な「利用」格差へと徐々に移行しつ
つある。新たな利用法が現れるにつれてインターネットは社会
格差を増大させており、「どう使うか」の問題に目を向ける必
要性を示唆している。  

公共政策によっ

て、普及と利用の

拡大を支援するこ

とができる。 

接続手段、コンテンツ、普及問題を適切に調和させることに
焦点を置いた公共政策によって、ICT から最大限の利益を得る
ことができると考えられる。ICT への接続手段だけでなく、イ
ンフラストラクチャの競争、需要側の普及とコンテンツの提
供、及び教育・訓練・リテラシーの拡大などの問題に政策の焦
点を当てることが必要である。 
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パソコン、インターネット、ブロードバンド、消費財の普及率の推移（全世帯の 5％に到達した年以降） 
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注 1）インターネットを利用している世帯の割合。アクセス機器にはパソコン、携帯電話、携帯情報
端末（PDA）、インターネット機能付ビデオゲームコンソール、テレビなどが含まれる。 

出典: OECD（各国のデータに基づく） 
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情報ネットワーク経由でデジタル配信される製品や情報が増えている 

デジタル配信が急

速に増加してお

り、インターネッ

トアクセスの多様

さはデジタル配信

の潜在性を示して

いる。 

インターネットなどのコンピュータを媒介としたネットワー
クを通じた情報や製品の配信がますます増えており、さらなる
市場の拡大がより豊かな顧客対話を生んでいる。何百万件とい
うインターネットアクセスは、デジタル配信の潜在性を示して
いる。コンピュータやインターネットで最もアクセス頻度が多
い分野は、アダルト、ニュースとメディア、エンターテイメン
ト、ショッピングである。娯楽以外の利用では、健康、医療、
政府関連が多い。市場占有率はビジネスと金融（安定企業の場
合）、及びショッピング、案内広告、雇用関係（新興企業の場
合）にかなり集中している。  

1000万人のユー
ザーが同時接続で

きるピアツーピア

が急速に発達して

いる。 

ピアツーピア（P2P）接続が急速に発達しており、1000 万人
ものユーザーが同時に利用することから、特にファイルの種類
がオーディオからビデオに移行しつつある現在、ネットワーク
のトラフィックに多大な影響を与えている。こうした利用に影
響している要因には、ブロードバンドや、学割による若年層ユ
ーザーの積極的な利用などがある。情報や製品を配信するビジ
ネスアプリケーションも発達している。 

 

FastTrackなどの P2Pネットワークの同時ユーザー数（2002年 8月～2004年 4月） 
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出典: OECD（BigChampagneのデータに基づく。グラフ中の実線は「モニター対象の全ネットワーク」の傾向を示す。） 
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業務サービスのデ

ジタル配信は、デ

ジタル化や体系

化、アウトアウト

ソーシングの潜在

性によって促進さ

れる。 

業務サービスのデジタル配信は、市場拡大と顧客対話の充
実、費用効率の向上を求める供給者と、競争圧や価格の上昇、
技能者不足、需要の多様性に反応する購入者によって促進され
ている。ソフトウェアと IT サービスが最も多いが、すべての業
務サービスで文書のやりとりや顧客サービスにデジタル配信が
利用されている。インフラストラクチャが十分に発達し、業務
サービスが盛んな各国で利用率が高い。 

医療アプリケーシ

ョンの多くは試験

的なプロジェクト

だが、医療を大き

く変える可能性が

ある。 

日常的な医療管理や高度な専門医療の分野で、デジタル配信
が増加している。患者記録とスマートカード、デジタル画像処
理、遠距離モニタリング、伝染経路の追跡、研究、教育などに
大きな潜在性がある。促進の要因は、コストの抑制、品質、医
療へのアクセスの広範化などである。障害になる主な要因とし
ては、医療機関や専門医療施設の体制、従来型の ICT インフラ
ストラクチャ、保険や支払条件、協調の欠如などがあり、利点
やコストについては厳密で一貫性のある評価がほとんど存在し
ない。 

ICT技能は経済においてかつてなく重要な役割を果たしている 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ICT技能の利用
はますます増加

すると共に、よ

り集約的なもの

になっている。 

専門家レベルと一般ユーザーレベルで、ICT 技能を持つ人材
の雇用が徐々に拡大し、現在では広く行なわれている。ICT 専門
家（コンピュータ技術者や電子工学技術者）が高い割合を占める
分野がいくつかある（オフィス機器・コンピュータ、精密機器、
電子機器、ユーティリティ、コンピュータサービス）一方、一部
の製造業の他、コンピュータ、金融、保険、卸売サービスなどの
分野では、ユーザー技能の高い人材（技能職、事務職など）が雇
用者に占める割合が高い。 
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全雇用者に対する ICT専門家と ICTユーザーの割合: 米国と EU15カ国（1995～2002年） 
（単位: ％） 

米国（狭義）EU15カ国（狭義）              米国（広義）EU15カ国（広義） 
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出典: OECD（ヨーロッパ労働力調査〈EULFS〉と米国人口調査〈CPS〉に基づく） 

ICT技能者の雇
用は生産性の高

さと関連する。 

ICT 技能者の分布はヨーロッパ、米国、日本、韓国、オース
トラリアの各国で非常によく似ており、ICT の利用は分野ごとに
特有であることを示している。分野ごとに見て、ICT 技能を持つ
雇用者の割合が多いほど被雇用者一人当たりの付加価値が高いこ
とから、ICT 技能を持つ労働者の雇用は経済的利益に関連し、そ
の効果的な利用が経済成長と生産性のために重要だと考えられ
る。 

正規の就学は現

在のところ ICT
技能の主要な供

給源ではなく、

専門的技能には

訓練や資格のほ

うが適してい

る。 

ICT 技能に対するニーズは、教育訓練を通じてある程度満た
すことができる。正規の就学が最重要の手段ではないと思われる
が、学校の設備の充実に伴って学生たちは基本的な技能を身につ
けており、正規の教育を通じた ICT 関連の学位取得も可能になっ
ている。しかし、技能ニーズが急速に変化する現状では、専門的
な技能については分野特有の訓練や資格のほうが効果的かもしれ
ない。  

ICT技能はアウ
トアウトソーシ

ングの拡大によ

っても充足でき

る。また移民も

手段の一つだ

が、2001年以降
減少している。  

技能ニーズは国内外のアウトソーシングや移民によっても充
足できる。IT及び ICT関連サービスのアウトソーシングは増加し
ているが、その規模や地理的分布は要因（技能ニーズ、コスト削
減など）に左右され、信頼できる公的なデータは存在しない。多
くの国では IT 技能を持つ移民の流入を奨励しているが、2001 年
以降、流入数は減少している。変容する技能ニーズを満たす新た
な手段であるインターネットによる求人活動は、ICT 関連分野で
比較的その重要性が高く、増加傾向にある。 
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新しい応用技術は今後の ICTの経済的寄与を支える 

新たなテクノロジ

ーは経済成長と雇

用に寄与する。ナ

ノテクノロジーや

グリッドコンピュ

ーティングは、コ

ストを抑えながら

より高い処理能力

を実現する。 

ナノテクノロジー、グリッドコンピューティング、無線 IC
タグ（RFID）、WiFi、アンチスパムといったテクノロジーが成
熟しつつあり、商業的な応用法が次々と出現している。ナノテ
クノロジーは主要な ICT 応用技術で、広範囲な利用を通じて
ICT パフォーマンスを向上させ、経済的利益を生むと期待され
るが、健康や環境面などのリスクについてさらに研究開発を行
なう必要がある。グリッドコンピューティングは、複数のコン
ピュータを相互接続して集積的な処理能力を引き出そうとする
もので、ルールの確立、グリッドのリソース、グリッド内のデ
ータ保護が求められる。 

 

 

 

 

ナノテクノロジーに関する政府の研究開発支出 
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出典: 全米科学財団（2003年） 
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RFIDやWiFiはト
ラッキングとコミ

ュニケーションに

新たな可能性をも

たらすが…  

RFID は、サプライチェーン・マネジメント、交通、セキュ
リティ、消費者向け製品・サービスの分野で実用化されつつあ
る。RFID にはデータの安全性と傍受などの課題があるほか、プ
ライバシーや認証の問題が生じる。WiFi はブロードバンドアク
セスの柔軟性を高め、「場所に限らず使用できる」無線 LAN規
格だが、アクセス上や不正利用の懸念と、転送データの暗号化
と保護の問題がある。 

…インターネット

の能力と利点を引

き出すにはスパム

の抑止が不可欠で

ある。 

スパム（迷惑メール）は電子メールの 60％を占めており、
抑止のための国際的な努力（OECD タスクフォース）が始まっ
ている。スパムに関する問題には単純に迷惑だという点もある
が、大きな経済的負担が生じるほか、有害なコンピュータウィ
ルスやサイバーテロを拡散させる可能性もある。 
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より効果的な政策によって、経済成長と雇用への ICTの寄与を高めることがで
きる 
 

ICT政策は成長戦
略に統合され、政

府内で協調が行な

われる傾向が増し

ている。 

各国政府の ICT戦略は、経済の発展に ICT政策を統合し、経
済成長と雇用への寄与を主流に組み入れようとしている。ICT
政策を協調させてその効果を最大限に高めるとともに、評価に
より注目することできるように、経済開発や技術関係の機関と
の連携を強化している。ネットワークへの接続率が増すにつれ
て、より複雑な経済戦略に焦点が移りつつあり、特定の SME
（中小企業）政策は全体的な ICT 普及・教育政策に吸収されて
いる。 

政策の主眼は… ICT 政策の主眼は、主に研究開発の支援と革新、ICT 技能、
ブロードバンドのほか、事業所と家庭への普及、E ガバメント
と電子支払システム、情報システムのセキュリティといった分
野に置かれている（下表参照）。 

 

OECD諸国の ICT政策の優先分野（2003） 

一般政策  
ICT政策環境 
ICT革新の促進 
研究開発計画 
政府開発事業 
普及と利用の拡大 
専門的/管理的 ICT技能 
オンライン行政、模範ユーザーとしての政府 
事業所への普及 
個人・家庭への普及 
ICT企業環境 
ICT市場での競争 
知的所有権 
インフラストラクチャの向上 
ブロードバンド 
電子決済/支払 
規格 
オンラインの信頼性の促進 
情報システム・ネットワークのセキュリティ 
査定と評価 
 

出典: OECD. 
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…研究開発と ICT
技能…  

供給側では、技術革新、特に研究開発計画に引き続き重きが
置かれている。需要側については、専門的・管理的 ICT 技能の
育成と、事業所及び個人や家庭への普及への関心が高まってい
る。また、デモンストレーションの意味も含めた行政サービス
のオンライン提供も重要視されている。  

…及びブロードバ
ンドで、デジタル
コンテンツやデジ
タル配信への関心
も高まっている。 

中でも注目度が高いのは、ブロードバンドの配備と高速サー
ビスであり、先進国は利用拡大とサービス品質の向上に注力し
ている。デジタルコンテンツの開発や配信と、公的部門のコン
テンツ（アーカイブ、気象情報、地図など）の活用への関心も
急速に高まっている。また、信頼性の向上、特にシステムや情
報のセキュリティとスパム対策の重要性が増してきている。 

政策の査定と評
価、及び経済発展
への寄与も重要度
が増している。 

意思決定の支援と政策効果の向上のために、ICT 政策や計画
の査定と評価が盛んになっている。着手時からの計画評価が重
要視されるようになっている他、国際的な基準設定が謳われる
例も多く、多くの国々は現在、経済発展への寄与の拡大に注目
し始めている。 
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